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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第33期

第２四半期累計期間
第34期

第２四半期累計期間
第33期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

営業収益 (百万円) 10,364 11,102 25,030

経常利益 (百万円) 5,237 5,480 11,361

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,297 3,430 6,807

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) － － －

資本金 (百万円) 2,600 10,681 10,681

発行済株式総数 (株) 25,656,000 34,429,100 34,429,100

純資産額 (百万円) 27,058 41,301 39,339

総資産額 (百万円) 157,210 181,023 176,414

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 126.29 99.63 240.98

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 43.00

自己資本比率 (％) 17.2 22.8 22.3

営業活動によるキャッシュ
・フロー

(百万円) 7,548 7,052 18,108

投資活動によるキャッシュ
・フロー

(百万円) △10,233 △5,823 △21,804

財務活動によるキャッシュ
・フロー

(百万円) △234 △1,478 7,771

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 6,540 13,286 13,535

　

回次
第33期

第２四半期会計期間
第34期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成24年７月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 62.52 45.41

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

５．当社は、平成24年９月25日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。第33期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国の経済は、政府主導による経済対策や日本銀行による金融緩和

策の効果により、景気は緩やかに回復しました。これに伴い、大企業を中心に企業収益の改善が見ら

れ、個人消費も底堅く推移したことから、今後の本格的な景気回復に期待が集まることとなりました。

住宅市場につきましては、将来的な金利上昇や消費税率引き上げ、雇用・所得環境の改善に対する期

待感から購入需要が増加し、新設住宅着工戸数は前年を上回る水準で推移しました。住宅ローン市場に

おきましては、堅調な住宅市場を背景に案件の獲得競争は熾烈を極めるものとなりました。

このような事業環境のもと、当社は、「保証事業の拡大」ならびに「リスク管理体制の強化」の課題

を中心に各種施策に取り組んでまいりました。

保証事業の拡大につきましては、提携金融機関数の増加ならびに既存提携金融機関における利用率向

上を図ってまいりました。提携金融機関数の増加に対する取り組みにつきましては、上場による信用力

向上等のメリットを最大限に活用して地方銀行を中心に営業活動を展開した結果、当第２四半期累計期

間において地方銀行５行、信用金庫２金庫、ＪＡ３組合の合計10機関と契約締結に至りました。一方、

既存提携金融機関における利用率向上に対する取り組みにつきましては、当社保証商品・サービスの特

徴についてより理解を深めていただくため、説明会の開催や営業店への訪問活動等を積極的に行うこと

により需要喚起を図りました。

リスク管理体制の強化におきましては、信用リスク・市場リスク・オペレーショナルリスク等、多様

なリスクを適切に管理しつつ収益管理が可能な体制整備に取り組んでまいりました。債権管理面では、

平成25年３月に中小企業等金融円滑化法が適用期限を迎えた後も提携金融機関と協調して保証委託者の

早期実態把握に努め、将来的に再生が見込める先に対して従来通りコンサルティング機能を発揮し、返

済正常化に努めてまいりました。

こうした取り組みの結果、営業収益は11,102百万円（前年同期比7.1％増）、営業利益は5,020百万円

（前年同期比5.4％増）、経常利益は5,480百万円（前年同期比4.6％増）、四半期純利益は3,430百万円

（前年同期比4.0％増）となりました。

なお、当社は信用保証事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて2.6％増加し、181,023百万円となりまし

た。

流動資産は、前事業年度末に比べて6.0％減少し、117,735百万円となりました。これは現金及び預金

が減少したことなどによります。

固定資産は、前事業年度末に比べて23.7％増加し、63,287百万円となりました。これは長期預金が増

加したことなどによります。

負債合計は、前事業年度末に比べて1.9％増加し、139,721百万円となりました。

流動負債は、前事業年度末に比べて4.7％減少し、23,786百万円となりました。これは未払法人税等

が減少したことなどによります。

固定負債は、前事業年度末に比べて3.4％増加し、115,935百万円となりました。これは長期前受収益

が増加したことなどによります。

純資産合計は、前事業年度末に比べて5.0％増加し、41,301百万円となりました。これは利益剰余金

が増加したことなどによります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、営業活動に

より7,052百万円増加し、投資活動により5,823百万円、財務活動により1,478百万円それぞれ減少した

結果、前事業年度末より249百万円減少し、13,286百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は7,052百万円となりました。主な増加要因は税引前四半期純利益

5,500百万円、長期前受収益の増加額3,718百万円等であります。一方、主な減少要因は法人税等の支払

額4,049百万円等であります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は5,823百万円となりました。主な減少要因は定期預金の預入による

支出60,030百万円、投資有価証券の取得による支出6,503百万円等であります。一方、主な増加要因は

定期預金の払戻による収入64,150百万円等であります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は1,478百万円となりました。減少要因は配当金の支払額1,478百万円

であります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年11月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,429,100 34,429,100
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い、当社における標準と
なる株式であります。
単元株式数は100株であ
ります。

計 34,429,100 34,429,100 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

自　平成25年７月１日
至　平成25年９月30日

― 34,429,100 ― 10,681 ― 615

　

(6) 【大株主の状況】

  平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

富国生命保険相互会社 東京都千代田区内幸町二丁目２番２号 3,100,000 9.00

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 2,565,000 7.45

ジブラルタ生命保険株式会社(一
般勘定上場株式口）

東京都千代田区永田町二丁目13番10号 2,188,000 6.35

太陽生命保険株式会社 東京都港区海岸一丁目２番３号 2,135,500 6.20

MSCO　CUSTOMER　SECURITIES
（常任代理人　モルガン・スタ
ンレーＭＵＦＧ証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036,　
U.S.A.
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号　恵比
寿ガーデンプレイスタワー）

1,566,200 4.54

株式会社宮崎太陽銀行 宮崎県宮崎市広島二丁目１番31号 1,260,000 3.65

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,231,700 3.57

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 1,200,000 3.48

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,001,500 2.90

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,000,000 2.90

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 1,000,000 2.90

計 ― 18,247,900 53.00

(注） インダス・キャピタル・パートナーズ・エル・エル・シーから平成25年９月６日付で関東財務局長に提出され

た大量保有報告書の変更報告書により、平成25年８月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は、以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

インダス・キャピタル・パート
ナーズ・エル・エル・シー
（Indus Capital Partners,LLC)

米国、郵便番号10019、ニュー
ヨーク州ニューヨーク市セブン
ス・アベニュー888、26階
(888 Seventh Avenue,26th
Floor,New York,New York
10019,U.S.A.)

2,495,100 7.25
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 34,427,100 344,271
完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない、当社における標準
となる株式であります。

単元未満株式  普通株式 　　2,000 ― ―

発行済株式総数 34,429,100 ― ―

総株主の議決権 ― 344,271 ―

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成25年７月１日か

ら平成25年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日まで)に係る

四半期財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目か

らみて、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げな

い程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。

資産基準 0.0％

売上高基準 0.7％

利益基準 △0.3％

利益剰余金基準 0.0％

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 103,385 92,716

求償債権 19,478 17,901

有価証券 7,094 10,903

未収入金 429 333

前払費用 33 37

繰延税金資産 5,729 5,752

その他 349 351

貸倒引当金 △11,236 △10,261

流動資産合計 125,264 117,735

固定資産

有形固定資産

建物 161 163

減価償却累計額 △110 △107

建物（純額） 50 56

車両運搬具 43 42

減価償却累計額 △30 △30

車両運搬具（純額） 12 12

工具、器具及び備品 356 424

減価償却累計額 △299 △312

工具、器具及び備品（純額） 57 111

土地 4 4

有形固定資産合計 124 183

無形固定資産

ソフトウエア 425 460

ソフトウエア仮勘定 116 59

その他 3 3

無形固定資産合計 545 523

投資その他の資産

投資有価証券 42,873 48,235

関係会社株式 9 9

投資不動産 29 36

長期預金 4,500 11,300

長期前払費用 27 69

繰延税金資産 2,470 2,351

その他 579 588

貸倒引当金 △9 △9

投資その他の資産合計 50,479 62,580

固定資産合計 51,149 63,287

資産合計 176,414 181,023
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

前受収益 10,952 11,395

預り金 39 18

未払金 532 439

未払法人税等 4,097 1,996

賞与引当金 155 162

債務保証損失引当金
※1 8,758 ※1 9,447

デリバティブ債務 418 323

その他 2 2

流動負債合計 24,955 23,786

固定負債

長期前受収益 109,193 112,912

長期未払金 2,772 2,894

退職給付引当金 151 127

その他 0 0

固定負債合計 112,118 115,935

負債合計 137,074 139,721

純資産の部

株主資本

資本金 10,681 10,681

資本剰余金 615 615

利益剰余金 28,395 30,345

株主資本合計 39,692 41,642

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △352 △340

評価・換算差額等合計 △352 △340

純資産合計 39,339 41,301

負債純資産合計 176,414 181,023
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

営業収益

収入保証料 10,333 11,044

その他 30 58

営業収益合計 10,364 11,102

営業費用

債務保証損失引当金繰入額 △499 782

貸倒引当金繰入額 3,270 2,636

再保証料 748 402

給料手当及び賞与 521 542

賞与引当金繰入額 151 162

減価償却費 137 150

その他 1,270 1,405

営業費用合計 5,601 6,082

営業利益 4,762 5,020

営業外収益

受取利息 428 396

受取配当金 10 10

不動産賃貸料 5 1

デリバティブ評価益 70 95

その他 24 52

営業外収益合計 539 555

営業外費用

投資事業組合運用損 45 87

不動産賃貸費用 4 0

その他 15 7

営業外費用合計 65 95

経常利益 5,237 5,480

特別利益

固定資産売却益 12 0

投資有価証券売却益 72 20

損害賠償金収入 103 －

特別利益合計 188 21

特別損失

固定資産売却損 36 －

固定資産除却損 2 0

投資有価証券評価損 30 0

特別損失合計 69 0

税引前四半期純利益 5,356 5,500

法人税、住民税及び事業税 1,774 1,985

法人税等調整額 285 85

法人税等合計 2,059 2,070

四半期純利益 3,297 3,430
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 5,356 5,500

減価償却費 137 150

貸倒引当金の増減額（△は減少） △772 △974

賞与引当金の増減額（△は減少） 7 7

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △562 688

退職給付引当金の増減額（△は減少） △22 △23

受取利息及び受取配当金 △438 △406

投資事業組合運用損益（△は益） 45 87

不動産賃貸料 △5 △1

不動産賃貸費用 4 0

デリバティブ評価損益（△は益） △70 △95

固定資産売却損益（△は益） 24 △0

固定資産除却損 2 0

投資有価証券売却損益（△は益） △72 △20

投資有価証券評価損益（△は益） 30 0

損害賠償金収入 △103 －

求償債権の増減額（△は増加） 152 1,577

前受収益の増減額（△は減少） 464 443

長期前受収益の増減額（△は減少） 3,849 3,718

長期未払金の増減額（△は減少） 102 121

その他の資産・負債の増減額 △113 △118

小計 8,015 10,656

利息及び配当金の受取額 459 445

損害賠償金の受取額 76 －

法人税等の支払額 △1,002 △4,049

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,548 7,052

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △43,650 △60,030

定期預金の払戻による収入 33,850 64,150

有価証券の取得による支出 － △5,405

有価証券の売却及び償還による収入 300 1,600

有形固定資産の取得による支出 △21 △66

有形固定資産の売却による収入 97 0

無形固定資産の取得による支出 △19 △128

投資有価証券の取得による支出 △3,299 △6,503

投資有価証券の売却及び償還による収入 2,146 490

投資事業組合からの分配による収入 192 75

投資不動産の取得による支出 － △6

投資不動産の売却による収入 164 －

貸付金の回収による収入 5 －

投資不動産の賃貸による収入 3 1

投資不動産の賃貸による支出 △3 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,233 △5,823
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(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △234 △1,478

財務活動によるキャッシュ・フロー △234 △1,478

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,918 △249

現金及び現金同等物の期首残高 9,459 13,535

現金及び現金同等物の四半期末残高
※１ 6,540 ※１ 13,286
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※１　偶発債務

保証債務残高は次の通りであります。

　
前事業年度

(平成25年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成25年９月30日)

住宅ローン等に対する保証債務(*) 8,120,966百万円 8,353,475百万円

債務保証損失引当金 8,758 〃 9,447 〃

差　引 8,112,208百万円 8,344,028百万円

(*) 延滞利息については見積りが不能であるため、上記保証債務には含めておりません。

　

(四半期損益計算書関係)

１　営業収益の季節的変動

前第２四半期累計期間(自 平成24年４月１日　至 平成24年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自 

平成25年４月１日　至 平成25年９月30日)

当社では、生命保険会社に対する団体信用生命保険の取次ぎに伴う収入保証料が第４四半期会計期

間に集中するため、第４四半期会計期間の営業収益が他の四半期会計期間の営業収益と比較して多く

なる傾向にあります。このため、事業年度の営業収益に占める第２四半期累計期間の営業収益は相対

的に少なくなっております。

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

の通りであります。

　
前第２四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

現金及び預金 85,890百万円 92,716百万円

有価証券のうち３ヶ月以内に満期日の
到来する公社債投資信託等

－ 〃 3,500 〃

計 85,890百万円 96,216百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △79,350 〃 △82,930 〃

現金及び現金同等物 6,540百万円 13,286百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 234 800.00 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、新株予約権の権利行使により普通株式36,000株を発行しておりましたが、同権利行使による

新株発行の無効請求等の訴訟を提起されておりました。当該訴訟については、平成21年３月19日付で東

京地方裁判所において同権利行使による新株発行を無効とする判決が言い渡され、平成24年４月24日付

で最高裁判所において上告が棄却され、当該判決内容で確定しております。これにより、平成24年４月

24日付で、普通株式36,000株が減少し、その他資本剰余金が27百万円減少しております。

また、平成24年６月26日開催の定時株主総会決議に基づき、平成24年８月１日付で資本金及び資本準

備金の額をそれぞれ13百万円減少させ、同額をその他資本剰余金に振り替えております。

以上の結果、当第２四半期会計期間末において資本金が2,600百万円、資本剰余金が615百万円となっ

ております。

　

当第２四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日
定時株主総会

普通株式 1,480 43.00 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

前事業年度末(平成25年３月31日)

(単位：百万円)

　 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 有価証券及び投資有価証券 48,552 50,891 2,339

(2) 長期預金 4,500 4,273 △226

資産計 53,052 55,165 2,112

(1) 長期未払金 2,772 2,380 △392

負債計 2,772 2,380 △392

デリバティブ取引(*) (418) (418) -

(*) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、 ( ) で示しております。

　

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 有価証券及び投資有価証券

　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格又は

第三者評価機関による評価によっております。

　　　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、注記事項「有価証券関係」を参照くださ

い。

(2) 長期預金

　　　長期預金については、取引金融機関から提示された価格によっております。

負　債

(1) 長期未払金

　　　長期未払金については、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを、一部繰上返済が行わ

れた住宅ローンに係る保証委託契約の平均残存保証期間と同等の残存期間の国債の利回りで割り引いた現在

価値により時価を算定しております。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」を参照ください。

　

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額

① 非上場株式(*1) 156

② 組合出資金(*2) 1,258

③ 子会社株式(*3) 9

合計 1,423

(*1) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対

象とはしておりません。

(*2) 組合出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対

象とはしておりません。

(*3) 子会社株式については、非上場株式であり市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から時価開示の対象とはしておりません。

 (4) 保証債務については、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりませ

ん。
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当第２四半期会計期間末(平成25年９月30日)

有価証券及び投資有価証券、長期預金、長期未払金、デリバティブ取引が、会社の事業の運営において

重要なものであるため記載しております。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含

まれておりません（(注２)を参照ください）。

(単位：百万円)

　 四半期貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 有価証券及び投資有価証券 57,887 59,970 2,083

(2) 長期預金 11,300 11,003 △296

資産計 69,187 70,974 1,786

(1) 長期未払金 2,894 2,434 △459

負債計 2,894 2,434 △459

デリバティブ取引(*) (323) (323) -

(*) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、 ( ) で示しております。

　

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 有価証券及び投資有価証券

　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格又は

第三者評価機関による評価によっております。

　　　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、注記事項「有価証券関係」を参照くださ

い。

(2) 長期預金

　　　長期預金については、取引金融機関から提示された価格によっております。

負　債

(1) 長期未払金

　　　長期未払金については、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを、一部繰上返済が行わ

れた住宅ローンに係る保証委託契約の平均残存保証期間と同等の残存期間の国債の利回りで割り引いた現在

価値により時価を算定しております。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」を参照ください。

　

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

区分 四半期貸借対照表計上額

① 非上場株式(*1) 156

② 組合出資金(*2) 1,096

③ 子会社株式(*3) 9

合計 1,261

(*1) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対

象とはしておりません。

(*2) 組合出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対

象とはしておりません。

(*3) 子会社株式については、非上場株式であり市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から時価開示の対象とはしておりません。

 (4) 保証債務については、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりませ

ん。
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(有価証券関係)

前事業年度末(平成25年３月31日)

　１．満期保有目的の債券

(単位：百万円)

　 貸借対照表計上額 時価 差額

（1）国債・地方債等 24,962 27,112 2,150

（2）社債 12,202 12,390 187

（3）その他 1,995 1,997 1

計 39,161 41,500 2,339

　

　２．その他有価証券

(単位：百万円)

　 貸借対照表計上額 取得原価 差額

（1）株式 619 553 66

（2）債券 4,171 4,785 △613

（3）その他 4,600 4,599 0

計 9,391 9,937 △546

(注) 非上場株式(貸借対照表計上額156百万円)及び組合出資金(貸借対照表計上額1,258百万円)については、市場価格

がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりま

せん。

　

当第２四半期会計期間末(平成25年９月30日)

満期保有目的の債券及びその他有価証券が、会社の事業の運営において重要なものであるため記載して

おります。

　１．満期保有目的の債券

(単位：百万円)

　 四半期貸借対照表計上額 時価 差額

（1）国債・地方債等 26,989 28,869 1,879

（2）社債 13,308 13,507 198

（3）その他 6,998 7,003 4

計 47,297 49,380 2,083

　

　２．その他有価証券

(単位：百万円)

　 四半期貸借対照表計上額 取得原価 差額

（1）株式 929 892 37

（2）債券 4,239 4,785 △545

（3）その他 5,421 5,435 △14

計 10,589 11,112 △522

(注) 非上場株式(四半期貸借対照表計上額156百万円)及び組合出資金(四半期貸借対照表計上額1,096百万円)について

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には

含めておりません。
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度末(平成25年３月31日)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1) 金利関連

(単位：百万円)

区分 取引の種類 契約額等 時価 評価損益

市場取引以外の取引
 スワップ
 受取変動・支払固定

400 △35 △35

(注) 時価の算定方法

　　 取引金融機関から提示された価格等によっております。

　

(2) 債券関連

(単位：百万円)

区分 取引の種類 契約額等 時価 評価損益

市場取引以外の取引  複合金融商品 4,800 △382 △382

(注) １．時価の算定方法

　　第三者評価機関から提示された価格等によっております。

２．時価は、複合金融商品の組込デリバティブ部分を区分処理したものです。

３．契約額等には、複合金融商品の額面金額を記載しております。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。

　

当第２四半期会計期間末(平成25年９月30日)

対象物の種類が金利及び債券であるデリバティブ取引が、会社の事業の運営において重要なものである

ため記載しております。

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1) 金利関連

(単位：百万円)

区分 取引の種類 契約額等 時価 評価損益

市場取引以外の取引
 スワップ
 受取変動・支払固定

400 △47 △47

(注) 時価の算定方法

　　 取引金融機関から提示された価格等によっております。

　

(2) 債券関連

(単位：百万円)

区分 取引の種類 契約額等 時価 評価損益

市場取引以外の取引  複合金融商品 4,800 △275 △275

(注) １．時価の算定方法

　　第三者評価機関から提示された価格等によっております。

２．時価は、複合金融商品の組込デリバティブ部分を区分処理したものです。

３．契約額等には、複合金融商品の額面金額を記載しております。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自 

平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

当社の事業は、信用保証事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次の通りであります。

　
前第２四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 126.29円 99.63円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 3,297 3,430

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 3,297 3,430

普通株式の期中平均株式数(株) 26,108,459 34,429,100

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成24年９月25日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。前事業年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　

EDINET提出書類

全国保証株式会社(E09753)

四半期報告書

22/25



　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   遠   藤         了   ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   桐   川         聡   ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   石   井   雅   也   ㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成25年11月１日

全国保証株式会社

取締役会 御中

　

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている全

国保証株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第34期事業年度の第２四半期会計期間（平

成25年７月１日から平成25年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月

30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、全国保証株式会社の平成25年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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